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Structural Changes of Tourism Services and Intra-Industry Trade
＊佐々木　康　史＊
SASAKI, Yasushi
Abstract: A expanding literature on firm heterogeneity has taken shape on trade in ser-
vices since the middle 1990s. This paper argues gravity equation and trade theory with 
heterogeneous firms to analyze the intra-industry trade of international tourism service. 
The paper also shows that liberalizing services trade in world has the potential to become 
a new engine of economic growth for Japan and East Asia. 
Key words: 観光サービス（tourism services），産業内貿易（intra-industry trade），新々貿
易理論（firm heterogeneity model），重力方程式（gravity equation），旅行収支
（travel balance）
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Tij=A × Yia × Yjb/ Dijc
ここで，T：貿易額，A：定数，Y：GDP, D：2
国間の距離，i：i 国，j：j 国　を表す．Tij は国 i
から国 j への貿易額（輸出額と輸入額），Yi は国 i
の経済規模（国内総生産），Dij は国 i から国 j へ
の距離である．この重力方程式は，他の条件が
同じであれば，ある 2 国間の貿易額はその 2 国
の GDP が大きいほど大きくなり，その 2 国間
の距離が遠いほど小さくなるという関係を示し





















合計）の 51％と大半を占めている（図 1 参照）．
世界輸出の地域別構成をみると，アジア諸国の輸
出に占める工業製品の割合の急速な増加を反映し
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されている．Park and Shin（2012, p. 23）によれ
ば，サービス産業部門のサービス輸出比率（サー
ビス輸出額の対サービス産業部門名目 GDP 比）
は，2009 年時点で米国 5％，フランス 8％，ドイ
ツ 11％，中国 6％，インド 13％，韓国 16％，タ





















が 13 億人の中国と 1 億人の日本の 2 カ国で
ある．2 千億ドル規模の国はインド，シンガ
ポール，韓国の 3カ国である．
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①   産業内貿易指数＝
（輸出と輸入の minimum）÷（輸出＋輸入）／ 2















図 2　アジア諸国の 1人当たり実質GDPと旅行収支（2012 年）
（世界銀行「WDI」，日本銀行「国際収支統計」により作成）
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2011 暦年 2012 暦年 05–06 06–07 07–08 08–09 09–10 10–11 11–12
1 日本と中国 0.985 0.842 0 0.748 0 0 0 0.639 0 
2 日本と韓国 0.716 0.706 0.840 0.789 0.945 0.552 0.789 0 0.605 
3 日本とシンガポール 0.495 0.448 0.778 0.894 0 0.253 0.589 0.782 0.347 
4 日本とタイ 0.324 0.457 0.673 0.717 0 0 0 0.525 0.997 
5 日本とインドネシア 0.491 0.365 0.582 0.370 0 0.195 0.926 0.178 0.230 
6 日本とマレーシア 0.788 0.953 0.828 0.933 0 0.311 1.0 0.861 0.242 
7 日本とベトナム 0.488 0.488 0.286 0.929 0 0.017 0.297 0 0.488 
8 日本とフィリピン 0.393 0.450 0.245 0 0.486 0.312 0.539 0.365 0.659 
9 日本とインド 0.833 0.896 0.639 0.737 0 0 0.464 0.462 0.918 
10 日本と台湾 0.774 0.677 0.709 0.770 0 0.845 0.345 0.890 0.401 
11 日本と香港 0.864 0.949 0.074 0.067 0 0 0.808 0.816 0 
　注）2011–2012 年の産業内貿易指数及び 2010-2012 年の限界産業内貿易指数は筆者が作成．
　　　2006–2010 年の限界産業内貿易指数は小沢（2012）による．
出所）原データ（旅行収支）は日本銀行「国際収支月報」による．
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　注）備考欄は筆者による追加である．Bernard, Jensen, Redding and Schott （2007）の表 1も参照．
出所）岩瀬寛和「国際貿易論の近年の進展：異質的企業の貿易行動に関する理論と実証」2013, p. 4.
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on night lights）を用いることにより，1992 年か
ら 2008 年の夜の光量変化から東アジア地域全体
の経済活動の著しい拡大を裏付けている．従来
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太平洋地域の貧困人口比率は 1980 年の約 80％か
ら 2010 年には約 13％にまで 30 年間で約 67％ポ
イントと大幅に低下し， 一日 10 ドルから 100 ド
ルの生活水準の中間所得層は現在の 500 万人か
ら 2020 年には 1700 万人に増大すると予想され
ている（澤田，2013 の表 1，原資料は H. Kharas, 
2011）．人口大国の中国は，1995 年に人口の 54％
が貧困層であったが，10 年後の 2005 年時点では
16％に減少し，中間層（一人一日当たり 2ドルか
ら 8ドル）は 26％から 57％までに増加している．
この結果，例えば，通商白書（2013 年，p. 162．
原 資 料 は Euromonitor International） に よ れ
ば，今後のアジア（中国＋インド＋ ASEAN ＋
NIEs3）のサービス消費額の予測では，名目ベー
スで 2002 年の 0.9 兆ドルから 2012 年に 3.1 兆ド
ル，そして 2020 年には EU を上回る 7.2 兆ドル
に達することが予測されている．同様に，2020
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